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地域福祉体制（福祉団体・ボランティア）の充実 

(２) 福祉ボランティア登録者数

(４) 計画相談支援利用者数 

(４) 生活自立支援相談新規受付件数 

避難行動要支援者登録台帳への登録を障がい者手帳交付時等
や、民生委員による一人暮らし高齢者訪問時に促しました。
緊急時に配慮が必要な要支援者の情報共有ができるよう、今
後も台帳整備を行っていきます。

福祉課

目標３.　あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進
する

目標17.　持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パート
ナーシップを活性化する

目標１.　あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる

目指すべきまちの姿 年齢や性別、障がいの有無にかかわらず、誰もが住み慣れた地域で生き生きと暮らすことができるまちになっています。

●主要施策と概要【ＰＬＡＮ】 この１年間の成果及び反省点【ＤＯ】 担当課

民生委員を通じて、ひとり暮らし高齢者や高齢者世帯に福祉
票の作成を依頼し、その中の弥富市避難行動要配慮者登録台
帳において、地域支援者への情報提供の同意を得ることを促
すことで、多くの対象の方に同意をしていただきました。

介護高齢課 A

（４）自立・援助対策の充実
・生活に困りごとや不安を抱える市民に対し、専門の相談員がどのような支援が必要
かを相談者と一緒に考え、具体的な支援プランを作成し、寄り添いながら自立に向け
た支援を行います。
・真に困窮しているひとほどＳＯＳを発することが難しく、関係行政窓口（収納、国
保、介護高齢、教育、児童など）や様々な福祉関係の相談機関の間で把握している情
報を、早期かつ適切な対応を可能にするために共有できる仕組みを設けます。

生活困窮者自立相談支援事業については、市民の抱える様々
な不安や困りごとに対して、支援員が利用者に寄り添いハ
ローワークへの就労支援にも頻回に同行し、関係機関と調整
を図るなど適切な対応ができました。
「生活困窮者」という言葉に抵抗があり相談を遠慮されてい
る方もいるのでないかという指摘があり、配慮が必要と感じ
ました。

福祉課 B

評価
【ＣＨＥＣＫ】

令和２年10月に海部南部権利擁護センターを設置し、令和３
年１月より事業を開始しました。
成年後見及び権利擁護に関する相談業務や、障がい者に向け
ての基幹相談支援センター機能も併設しており、開所後約３
か月で多数の相談がありました。更なる利用促進のため、現
在の手法等を見直すことも検討していきます。

福祉課 A

施策コード 基本目標 【健康・子育て・福祉】笑顔あふれる、健やかで共に支え合うまち 

２ ５ 施策目標 地域福祉の充実 

第２次総合計画施策評価シート《令和２年度分》

SDGs
連携分野

％ 18.9 ➚

●施策目標に対する市民満足度 単位
現状値
(2017年度)

目指す方向
性

中間値
(2022年度)

人 86 85 88 89 92

件 55

60

60 65

人 42 7038

47

58

91

A

A

A

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2028年度

●成果指標 単位
現状値 各年度の実績値

目標値
(目指す方向性)

(2017年度) 2019年度

（２）福祉サービスの担い手の充実
・社会福祉協議会の事業運営にかかる支援を行い、活動の一層の活発化を促進してい
くとともに、民生・児童委員、各種福祉団体、福祉ボランティア団体、ＮＰＯ等と連
携を強化し、地域福祉を推進する多様な担い手づくりを進めます。
・市民が質の高い福祉サービスを利用することができるよう事業者を指導します。

関係機関や事業所等と連携を図り、相談体制や情報提供体制
を整備し、高齢者支援の充実を図りました。
また、令和３年１月には海部南部権利擁護センターを開所
し、市民からの相談を受けております。出来て間もない機関
であることから、市民にとって相談しやすい体制づくりに努
めるとともに、３市町村（弥富市、蟹江町、飛島村）で協議
の上、運営方法についても改善を行っていく必要がありま
す。

社会福祉協議会の事業運営に補助を行い、様々なニーズに対
応して地域福祉活動の推進を図っています。
福寿会や遺族会、子ども会やボランティア等の各種団体の会
員が減少していることが課題であるが、主体的な活動を引き
続きサポートしていきます。

避難行動要支援者登録台帳を利用した地域の防災訓練の相談
等があった場合は適切に対処しました。

介護高齢課

福祉課

防災課

A

（１）福祉サービスを利用しやすい環境づくり 【重点施策】
・市民が自分に適した福祉サービスを自ら選び、安心して利用することができるよ
う、市及び県、社会福祉協議会、地域包括支援センターなどが一体となった総合的な
相談体制・情報提供体制の整備を図るとともに、利用者の権利擁護のための施策を推
進します。

（３）市民の福祉意識の高揚と支え合う地域づくり
・一人でも多くの市民が、自身の地域に関心を持ち、福祉活動に参画するよう、広
報・啓発活動や福祉教育の推進、福祉イベントを開催します。
・高齢者が孤立せず、住み慣れた地域で安全・安心な生活が継続できるよう、民生委
員が65歳以上の一人暮らし高齢者を訪問して、見守りや支援のために「福祉票」を作
成し、その際に合わせて避難行動要支援者登録を説明し登録の推進を図るとともに、
市民相互が、支え合う地域づくりを推進します。



包括的支援事業（再掲）

社会福祉協議会支援事業

障がい者ボランティア活動補助事業（再掲）

生活困窮者自立相談支援事業(４)

現状維持

現状維持

現状維持

改善

事業
No

実施計画に係る事業名 担当部署 今後の進め方【ＡＣＴＩＯＮ】

(1-1) 成年後見制度利用支援事業 福祉課
金銭的な理由や申立を行う親族がいない等の理由により成年
後見制度利用が困難な人に対し、引き続き支援等を行いま
す。

(1-2)

(2-1)

介護高齢課

福祉課

介護予防・生活支援の総合的な推進のためにも、引き続き、
地域包括支援センターや居宅介護支援事業所などの関係機関
と連携を図り、包括的支援事業を実施していきます。

社会福祉士を中心に組織され、市が実施する様々な福祉事業
を受託しています。多様化する地域福祉活動を充実させるた
めに、財政補助を行う必要があります。

現状維持

(2-2) 福祉課

福祉課

障がい者の福祉の向上を目的とする担い手団体の育成のため
に、引き続き補助金を交付します。

生活困窮者からの相談件数は増加傾向にあり、自立支援件数
も比例して増加傾向にあります。専門的な知識を持つ人が支
援を行うことが必要であるので引き続き社会福祉協議会に委
託をしていきます。

施策の今後の方針
【ＡＣＴＩＯＮ】

地域福祉の中核的役割を担う市社会福祉協議会に財政援助を行い、様々なニーズに対応して地域福祉活動の充実を図るとともに、地域福祉の担い
手となる各種団体やボランティア団体の支援や育成を推進します。



事業Ｎｏ

(1-1)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和２年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

主要施策

主要事業

目標３.　あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する

目標17.　持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パートナーシップを活性化する

事業概要 関連する
個別計画・
根拠法令等

障害者総合支援法

民法

事業の開始・
終了

要支援者に対し、安定した日常生活の実現に向けて、権
利擁護事業の充実を図ります。

2020 年度 終了年度 2028 年度

身寄りのない知的障害者や精神障害者で、成年後見制度
の適用を必要としているが利用が困難なものに対し、市
長が代理で申し立てを行うなど、後見人を立て要支援者
が地域で安心して自分らしく暮らすために支援します。

開始年度

成年後見制度利用支援事業 福祉課 障害福祉グループ 令和3年6月28日

SDGs
連携分野

事業目的
主な協働・
関連団体等

愛知県司法書士会

愛知県弁護士会

愛知県社会福祉士会

基本計画

2 【健康・子育て・福祉】笑顔あふれる、健やかで共に支え合うまち 重点施策

5 地域福祉の充実 

○
1

福祉サービスを利用しやすい環境づくり

成年後見制度利用支援事業

基本目標

施策目標



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

必要性

効率性

妥当性

施策への貢献度

2020年度、利用実績はありませんでした。なお、国と県
の補助により、コストの削減を行っています。

市が補助することにより、地域生活支援事業内の成年後
見制度利用支援事業に該当し、国と県への補助申請が可
能です。

成年後見制度利用支援をすることは、総合計画における
地域福祉の充実を図るために必要な事業であり、障がい
のある人の安定した日常生活の実現に繋がります。

(補助額) (補助額) (補助額)

120 合　　　計 405 合　　　計 405 合　　　計

2020年度

90 (補助額)

・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか

・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

165

(補助額) 123(補助額)

人 38

47

(補助額)

(補助額) 123

内訳
（具体的な内容）

(補助額)

165
成年後見制度利用支
援業務委託料 165

(補助額)

事業費
（直接経費）

(補助額) (補助額)

・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

2020年度（実績） 2022年度（計画）

評価の結果

(補助額)

(補助額)

405

2028年度

成年後見制度
利用支援費

240
成年後見制度
利用支援費

240

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

成年後見制度利
用支援費

成年後見制度利用支
援業務委託料

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

0
成年後見制度利用支
援業務委託料

120

事業内訳

合　　　計

2020年度（計画） 2021年度（計画）

(補助額)

(補助額) 123

(補助額)

成年後見制度
利用支援費

240

成年後見制度利用支
援業務委託料

90 (補助額) (補助額)

(補助額)

(補助額) (補助額)

(補助額) 123

成果指標 単位
現状値

2022年度 2023年度

各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(2017年度) 2019年度

(補助額) 123

60

60

(２) 福祉ボランティア登録者数

(４) 生活自立支援相談新規受付件数 

(４) 計画相談支援利用者数 

92人 86 85 89

2021年度

123

件

42

55

70

65

項目 評価視点

課長意見 方向性

金銭的な理由や申立を行う親族がいない等の理由により成年後見制度利用が困難な人に対
し、引き続き支援等を行います。

現状維持

指標の分析

成年後見制度の適用を必要とする人が、金銭的な理由や
申立を行う親族がいない等の理由により利用できない状
態を防ぐために必要です。



事業Ｎｏ

(1-2)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和２年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

包括的支援事業（再掲） 介護高齢課 地域包括ケアグループ 令和3年6月30日

基本計画

基本目標 2 【健康・子育て・福祉】笑顔あふれる、健やかで共に支え合うまち 重点施策

施策目標 5 地域福祉の充実 

○主要施策
1

福祉サービスを利用しやすい環境づくり

主要事業 包括的支援事業（再掲）

事業目的

高齢者が住み慣れた地域で安心して過ごすことができる
ことを目的とし、弥富市地域包括支援センター等の業務
を行うことで、高齢者の保健・医療の向上と福祉の増進
を包括的に支援します。 主な協働・

関連団体等

弥富市地域包括支援センター

弥富市ささえあいセンター

在宅医療・介護連携推進支援センター

SDGs
連携分野

目標３.　あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する

目標17.　持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パートナーシップを活性化する

事業概要

包括的支援事業として、介護予防事業やその他の適切な
事業が包括的に実施されるために介護予防ケアマネジメ
ント業務、総合相談支援業務、高齢者虐待への対応など
の権利擁護業務、包括的・継続的マネジメント、地域ケ
ア会議の運営他、在宅医療・介護連携の推進、認知症施
策の推進、生活支援サービスの体制整備を推進します。

関連する
個別計画・
根拠法令等

弥富市第7期介護保険事業計画

弥富市第8期介護保険事業計画

事業の開始・
終了

開始年度 2006 年度 終了年度 2028 年度



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

(２) 福祉ボランティア登録者数

(４) 生活自立支援相談新規受付件数 

(４) 計画相談支援利用者数 

2022年度（計画）
内訳

（具体的な内容）
事業費

（直接経費）

包括的支援事業委託
料（認知症初期集中
支援チーム除く）

36,000
包括的支援事業委託
料（認知症初期集中
支援チーム除く）

36,000
包括的支援事業委託
料（認知症初期集中
支援チーム除く）

36,000
包括的支援事業委託
料（認知症初期集中
支援チーム除く）

36,000

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

11,379
生活体制整備
事業

13,005
生活体制整備
事業

13,005
生活体制整備
事業

13,005

(補助額) 20,790 (補助額) 20,790 (補助額) 20,790 (補助額) 20,790

生活体制整備
事業

(補助額)(補助額) 6,572 (補助額) (補助額)

(補助額)(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額)(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額)

合　　　計 47,379 合　　　計 49,005 合　　　計 49,005 合　　　計 49,005

(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額) 20,790

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(2017年度) 2019年度 2020年度

(補助額) 27,362 (補助額) 20,790 (補助額) 20,790

2021年度 2022年度 2023年度 2028年度

事業内訳

2020年度（実績） 2020年度（計画） 2021年度（計画）

60 65件 55 47

人 86 85 89 92

人 42 38 60 70

必要性
・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

高齢者が住み慣れた地域でその人らしい生活を継続して
いくためには、できる限り要介護状態にならないように
介護予防への早期の取組や必要に応じた介護予防サービ
ス等の提供が必要となります。相談件数は年々増加して
おり、対前年比32％の伸びとなりました。

効率性

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

相談件数の増加にも関わらず、事業費は前年同額に抑え
ています。

指標の分析

評価の結果項目 評価視点

現状維持

妥当性
・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか

包括的支援事業の多くを担う、地域包括支援センターの
設置主体は介護保険法で市とされており、当市では、平
成18年４月より海南病院に委託しています。また、専門
職種（保健師、社会福祉士、主任介護支援専門員）が揃
う病院に委託するのが妥当と考えます。

施策への貢献度
・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

高齢者が要介護状態にならないよう包括的支援事業を実
施することは、総合計画における介護予防・生活支援の
総合的な推進を図るために必要な事業であり、高齢者支
援の充実に繋がります。

課長意見 方向性

介護予防・生活支援の総合的な推進のためにも、引き続き、地域包括支援センターや居宅介
護支援事業所などの関係機関と連携を図り、包括的支援事業を実施していきます。



事業Ｎｏ

(2-1)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和２年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

社会福祉協議会支援事業 福祉課 社会福祉グループ 令和3年7月7日

基本計画

基本目標 2 【健康・子育て・福祉】笑顔あふれる、健やかで共に支え合うまち 重点施策

施策目標 5 地域福祉の充実 

主要施策
2

福祉サービスの担い手の充実

主要事業 社会福祉協議会支援事業

事業目的

複雑・多様化する福祉ニーズに応え、すべての市民が住
み慣れた地域で共に支え合いながら安心して暮らせる地
域共生社会の実現に向け、その中核的役割を担う社会福
祉協議会への支援を行います。 主な協働・

関連団体等

弥富市社会福祉協議会

SDGs
連携分野

目標３.　あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する

目標17.　持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パートナーシップを活性化する

事業概要

心配ごと相談所や生活福祉資金貸付事業、共同募金事
業、居宅介護支援事業所(なでしこ)や就労継続支援事業
Ｂ型(チャレンジハウス弥富)等の社会福祉協議会の事業
運営に係る支援とともに、福寿会や遺族会、身体障害者
福祉会、ひまわり会、子ども会等の各種団体との連携を
強化し、地域福祉を推進します。

関連する
個別計画・
根拠法令等

障がい者計画、第5期障がい福祉計画

事業の開始・
終了

開始年度 2006 年度 終了年度 2028 年度



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

(２) 福祉ボランティア登録者数

(４) 生活自立支援相談新規受付件数 

(４) 計画相談支援利用者数 

2022年度（計画）
内訳

（具体的な内容）
事業費

（直接経費）

弥富市社会福祉協議
会補助金 54,120 補助金 66,337 補助金 66,337 補助金 66,337

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

(補助額) (補助額) (補助額) (補助額)

(補助額)(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額)(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額)(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額)

合　　　計 54,120 合　　　計 66,337 合　　　計 66,337 合　　　計 66,337

(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額) 0

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(2017年度) 2019年度 2020年度

(補助額) 0 (補助額) 0 (補助額) 0

2021年度 2022年度 2023年度 2028年度

事業内訳

2020年度（実績） 2020年度（計画） 2021年度（計画）

60 65件 55 47

人 86 85 89 92

人 42 38 60 70

必要性
・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

地域福祉を推進する中核的役割を担う社会福祉協議会を
支援することは、福祉・介護等の分野における様々な事
業を実施する上で必要です。

効率性

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

社会福祉協議会の職員人件費を主として補助しています
が、残業削減や業務改善等の経営努力がみられ、コスト
削減は困難です。

指標の分析

評価の結果項目 評価視点

現状維持

妥当性
・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか 社会福祉協議会は、地域福祉活動の推進を図る団体のた

め、その運営を支援することは市が行う責務です。

施策への貢献度
・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

社会福祉協議会支援事業は、総合計画における地域福祉
の充実を図るために必要な事業であり、活動の活発化を
促進していきます。

課長意見 方向性

社会福祉士を中心に組織され、市が実施する様々な福祉事業を受託しています。多様化する
地域福祉活動を充実させるために、財政補助を行う必要があります。



事業Ｎｏ

(2-2)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和２年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

障がい者ボランティア活動補助事業（再掲） 福祉課 障害福祉グループ 令和3年6月28日

基本計画

基本目標 2 【健康・子育て・福祉】笑顔あふれる、健やかで共に支え合うまち 重点施策

施策目標 5 地域福祉の充実 

主要施策
2

福祉サービス・担い手の充実

主要事業 障がい者ボランティア活動補助事業（再掲）

事業目的

障がい者の福祉の向上を目的とするボランティア団体の
養成や活動を支援し、地域福祉を推進する多様な担い手
づくりを進めます。

主な協働・
関連団体等

ボランティア団体

弥富市社会福祉協議会

ボランティア連絡協議会

SDGs
連携分野

目標３.　あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する

目標17.　持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パートナーシップを活性化する

事業概要

社会福祉協議会に登録しているボランティア団体に補助
金の交付を行います。

関連する
個別計画・
根拠法令等

事業の開始・
終了

開始年度 2020 年度 終了年度 2028 年度



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

(２) 福祉ボランティア登録者数

(４) 生活自立支援相談新規受付件数 

(４) 計画相談支援利用者数 

2022年度（計画）
内訳

（具体的な内容）
事業費

（直接経費）

障害者ボランティア
活動事業補助金 110

障害者ボランティア
活動事業補助金 110

障害者ボランティア
活動事業補助金 110

障害者ボランティア
活動事業補助金 110

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

(補助額) 46 (補助額) 82 (補助額) 82 (補助額) 82

(補助額)(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額)(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額)(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額)

合　　　計 110 合　　　計 110 合　　　計 110 合　　　計 110

(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額) 82

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(2017年度) 2019年度 2020年度

(補助額) 46 (補助額) 82 (補助額) 82

2021年度 2022年度 2023年度 2028年度

事業内訳

2020年度（実績） 2020年度（計画） 2021年度（計画）

60 65件 55 47

人 86 85 88 89 92

人 42 38 60 70

必要性
・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

障がいのある人の社会参加を促進するためには、ボラン
ティア団体の存在が欠かせません。そのボランティア人
材確保のため、団体を支援する必要があります。

効率性

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

ボランティア団体への補助は、登録者数に関わらず一律
の額となるため、前年同額で推移しています。

指標の分析
登録団体数は2019年度、2020年度と７団体と変わらない中、登録者数はやや増えました。新型コロナウイルスの影
響で登録者数の増加が困難な中、弥富市社会福祉協議会による団体への補助等により、目標値へ近づいています。

評価の結果項目 評価視点

現状維持

妥当性
・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか

市が補助することにより、地域生活支援事業内の自発的
活動支援事業に該当し、国と県への補助申請が可能と
なっています。

施策への貢献度
・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

障がい者ボランティア活動補助事業を行うことは総合計
画における障がい者支援の充実を図るために必要な事業
であり、障がいのある人への社会参加に繋がります。

課長意見 方向性

障がい者の福祉の向上を目的とする担い手団体の育成のために、引き続き補助金を交付しま
す。



事業Ｎｏ

(４)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

事業概要

生活に困りごとや不安を抱える市民に対して、専門の相
談員がどのような支援が必要かを相談者と一緒になって
考え、支援プランを作成するなど生活保護受給に至る前
の段階で、自立に向けた支援を行います。

関連する
個別計画・
根拠法令等

生活困窮者自立支援法

事業の開始・
終了

開始年度 2015 年度 終了年度 2028 年度

4
自立・援助対策の充実

主要事業 生活困窮者自立相談支援事業

事業目的

生活困窮者の自立の促進を図ります。

主な協働・
関連団体等

弥富市社会福祉協議会

SDGs
連携分野

目標１.　あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる

目標17.　持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パートナーシップを活性化する

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和２年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

生活困窮者自立相談支援事業 福祉課 保護グループ 令和3年6月25日

基本計画

基本目標 2 【健康・子育て・福祉】笑顔あふれる、健やかで共に支え合うまち 重点施策

施策目標 5 地域福祉の充実 

主要施策



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

(２) 福祉ボランティア登録者数

(４) 生活自立支援相談新規受付件数 

(４) 計画相談支援利用者数 

改善

妥当性
・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか

生活自立支援センターとして相談支援窓口を弥富市総合
福祉センターに設置していることから、弥富市社会福祉
協議会に事業を委託することが最適であると考えます。

施策への貢献度
・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

生活保護に至る手前の段階での自立支援を強化するため
に必要な事業であり、生活困窮者の早期自立促進に繋が
ります。

必要性
・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

生活困窮者自立支援法に基づき、事業の全部又は一部を
弥富市社会福祉協議会に委託し、実施しました。
この事業で対象とする者は、生活保護には至っていない
者であるものの、長引く所得格差に加えて新型コロナウ
イルス感染症拡大の影響から、今後急拡大する要素が多
分にあることから、生活及び就労に関する問題解決を図
るための相談支援等を行います。

効率性

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

委託先である弥富市社会福祉協議会に専従の主任相談支
援員及び就労支援員を配置することにより、生活困窮者
に対する支援や自立の促進を円滑に図ることが出来てい
ます。

指標の分析
2020年度は新型コロナウイルス感染症拡大による影響を受け、就労収入が減少した等の理由によって生活困窮と
なった方が増加したため、新規の相談受付件数が大幅に増加したと考えられます。2021年度以降も感染症の影響の
如何によって、新規相談受付件数が大きく変動するものと考えられます。

評価の結果項目 評価視点

60 65件 55 47 91

人 86 85 89 92

人 42 38 58 60 70

(補助額) 8,455

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(2017年度) 2019年度 2020年度

(補助額) 9,146 (補助額) 8,455 (補助額) 8,455

2021年度 2022年度 2023年度 2028年度

事業内訳

2020年度（実績） 2020年度（計画） 2021年度（計画）

(補助額)

合　　　計 14,875 合　　　計 14,036 合　　　計 14,036 合　　　計 14,036

(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額)(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額)(補助額) 25 (補助額) (補助額)

(補助額) 580

学習支援事業業
務委託料

52

(補助額) 1,171 (補助額) 580 (補助額) 580

1,561
住宅確保給付
金

774
住宅確保給付
金

774
住宅確保給付
金

774

(補助額) 7,950 (補助額) 7,875 (補助額) 7,875 (補助額) 7,875

住居確保給付
金

2022年度（計画）
内訳

（具体的な内容）
事業費

（直接経費）

自立相談支援事
業委託料

13,262
自立相談支援
事業委託料

13,262
自立相談支援
事業委託料

13,262
自立相談支援
事業委託料

13,262

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

課長意見 方向性

生活困窮者からの相談件数は増加傾向にあり、自立支援件数も比例して増加傾向にありま
す。専門的な知識を持つ人が支援を行うことが必要であるので引き続き社会福祉協議会に委
託をしていきます。


